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（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

          現金預金

          未収金

          前払金

          仮払金 △ 1,893,590

          製品 － △ 24,687,642

          出版物 －

          仕掛品 △ 33,258,780

          貸倒引当金 △ 270,000

        流動資産合計

  ２．固定資産

    (1) 基本財産

          基本財産（現預金） － △ 100,000,000

          定期預金 －

        基本財産合計

    (2) 特定資産

          退職給付引当資産 △ 7,366,787

          機械工学振興事業資金

          職員住宅厚生資金

          研究協力引当預金 △ 2,181,657

          日本機械学会賞基金 △ 2,994,871

        特定資産合計 △ 1,251,976

    (3) その他固定資産

          備品 － △ 14,130,749

          建物付属設備 －

          什器備品 －

          ソフトウェア

          差入保証金

          長期性預金

        その他固定資産合計

        固定資産合計

        資産合計

Ⅱ　負債の部

  １．流動負債

          未払金

          前受金 △ 56,957,108

          仮受金 △ 2,613,111

          預り金 △ 33,120

          賞与引当金 △ 296,606

          その他流動負債 － △ 3,082,500

          未払法人税等 －

          未払消費税等 －

        流動負債合計 △ 53,586,381

  ２．固定負債

          退職給付引当金 △ 7,366,787

        固定負債合計 △ 7,366,787

        負債合計 △ 60,953,168

貸　借　対　照　表
２０２３年２月２８日現在

１．2022年度（第100期）財務諸表
　１・１　貸借対照表
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（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

          機械工学振興事業資金 － △ 225,853,644

          日本機械学会賞基金 － △ 114,442,279

          寄付金 －

          投資有価証券受贈額 －

        指定正味財産合計

        （ うち特定資産への充当額 ）

  ２．一般正味財産

        （ うち基本財産への充当額 ） （            0）

        （ うち特定資産への充当額 ） △2,181,657)

        正味財産合計

        負債及び正味財産合計

（注）実施事業資産に該当する資産はない。
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(単位：円）

科     目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

      基本財産運用益

        基本財産受取利息

      特定資産運用益 △ 133

        特定資産受取利息 △ 133

      受取入会金 △ 4,000

        個人会員受取入会金 △ 14,000

        法人会員受取入会金

      受取会費 △ 8,567,902

        個人会員受取会費 △ 7,710,800

        法人会員受取会費 △ 857,102

      事業収益

        参加費収益

        書籍等販売収益 △ 35,689,965

        その他事業収益 － △ 90,386,330

        掲載料収益 －

        展示広告料収益 －

        資格試験事業収益 －

        受取受託事業収益 －

      受取負担金 － △ 49,150,952

        受取負担金 － △ 49,150,952

      受取補助金等 －

        受取地方公共団体補助金 －

        受取民間補助金 －

        受取地方公共団体助成金 －

        受取民間助成金 －

      受取寄付金

        受取寄付金 △ 330,600

        受取寄付金振替額

      雑収益 △ 3,010,486

        受取利息 △ 37,559

        貸倒引当金戻入益

        雑収益 △ 3,232,927

      経常収益計

    (2) 経常費用

      事業費

        給料手当 △ 16,696,538

        賞与引当金繰入額 －

        退職給付費用

        臨時雇賃金

        人材派遣費 －

        福利厚生費 △ 2,374,886

        旅費交通費

        通信運搬費 △ 908,469

        減価償却費 △ 519,513

        消耗品費

正味財産増減計算書
２０２２年３月１日から２０２３年２月２８日まで

　１・２　正味財産増減計算書
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(単位：円）

科     目 当年度 前年度 増　減

        印刷製本費

        水道光熱費 △ 216

        賃借料 △ 5,182,122

        諸謝金

        会議費

        事務経費 △ 151,052

        売上原価 △ 12,795,290

        広報宣伝費 △ 43,570

        出版物処分損

        電算使用料

        保険料 △ 54,500

        貸倒損失 －

        備品処分損 △ 17,425

        租税公課 △ 1,526,735

        支払助成金

        付随行事費用

        外注費

        雑費 △ 7,016,418

      管理費 △ 6,386,507

        給料手当 △ 2,966,013

        賞与引当金繰入額 －

        退職給付費用

        人材派遣費 －

        福利厚生費 △ 286,138

        旅費交通費

        通信運搬費 △ 111,284

        減価償却費 △ 101,109

        消耗品費 △ 10,722,908

        印刷製本費 △ 225,607

        水道光熱費

        賃借料 △ 924,945

        諸謝金

        会議費

        電算使用料

        保険料

        備品処分損 △ 5,376

        租税公課

        外注費

        雑費 △ 7,846,490

      経常費用計

        評価損益等調整前当期経常増減額

        評価損益等計

        当期経常増減額

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

      経常外収益計

    (2) 経常外費用

      経常外費用計

        当期経常外増減額
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(単位：円）

科     目 当年度 前年度 増　減

        税引前当期一般正味財産増減額

        法人税、住民税及び事業税

        当期一般正味財産増減額

        一般正味財産期首残高

        一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

      特定資産運用益

          特定資産受取利息 △ 5,096

          特定資産受取配当金

      受取寄付金

          受取寄付金

      特定資産評価損益等 △ 3,361,600

          特定資産評価損益等 △ 3,361,600

        一般正味財産への振替額 △ 4,640,271 △ 3,730,362 △ 909,909

          当期指定正味財産増減額 △ 2,948,957

          指定正味財産期首残高

          指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高
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1.重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）

(2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　出版物・仕掛品：個別法による原価法（貸借対照表上は収益性の低下に基づく簿価切下げの

　　　方法により算定）

(3)　固定資産の減価償却の方法

　　　　建物付属設備・什器備品：定率法、ソフトウェア：定額法

　　　　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、3年間で均等償却する方法によって

　　　いる。

(4)　引当金の計上基準

　　　　退職給付引当金

　　　　　退職一時金については、職員の退職給付に備えるため、法人負担期末自己都合要支給額から中

　　　　　小企業退職者共済制度による支給額を控除した金額を計上している。

　　　　賞与引当金

　　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上している。

　　　　貸倒引当金

　　　　　期末未収金残高に対する回収不能見込額を計上していたが、当期より重要性が乏しいと判断し

　　　　　計上を省略している。

(5)　消費税等の会計処理

　　　　税抜処理によっている。

2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　定期預金

　退職給付引当資産

　機械工学振興事業資金

　職員住宅厚生資金

　研究協力引当預金

　日本機械学会賞基金

※機械工学振興事業資金の当期増加額には、特定資産評価損益等9,838,000円が含まれている。

財務諸表に対する注記

(単位：円)

特定資産

小　　計

当期減少額当期増加額科　　　目

基本財産

前期末残高 当期末残高

小　　計

合　　計

　１・４　財務諸表に対する注記
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3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　定期預金

　退職給付引当資産

　機械工学振興事業資金

　職員住宅厚生資金

　研究協力引当預金

　日本機械学会賞基金

4．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（ 75,717,918）

(単位：円)

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

（ 90,669,791）

－

－

－

－

－

（　  　    0）

（237,144,983）

（　  　    0）

（　  　    0）

（111,447,408）

合　　計 （348,592,391） （190,669,791）

科　　　　目

建物付属設備

什器備品

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合　　計

当期末残高

（ 75,717,918）

－

（348,592,391）

（ 75,717,918）－

科　　　　目

小　　計

基本財産

（　  　    0） （100,000,000）

（100,000,000）

特定資産

－

小　　計

（ 61,368,253）

（　  　    0）

（　  　    0）

（ 29,301,538）
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5．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

前期末
残高

当期末
残高

貸借対照表上
の記載区分

受取地方公共団体補助金

－

－

－

－

受取民間補助金

－

－

受取地方公共団体助成金

－

受取民間助成金

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

当期増加額

講演会開催助成金 金沢市

研究成果普及助成金 （公財）スズキ財団

令和4年度国内会議開催
助成金

（公財）名古屋観光コンベ
ンションビューロー

補助金等の名称 当期減少額

日本機械学会畠山賞助成
金

福島県コンベンション・
エクスカーション補助金

富山市コンベンション開
催事業補助金

富山市

交付者

（公財）荏原畠山記念文化
財団

福島県

令和4年度富山県学会等
開催事業費補助金

富山県

令和4年度石川県コンベン
ション誘致推進事業補助金

石川県

ハイブリッド国際会議実
証事業助成金

（株）日本旅行

高度生産システムに係る
国際会議助成金

（公財）マザック財団

講演会補助金
（公財）高松コンベンショ
ンビューロー

ハイブリッドコンベン
ション助成金

（公財）札幌国際プラザ

小計

小計

講演会開催助成金 華為技術日本（株）

2021年度国際会議開催助
成金

（公財）立石科学技術新興
財団

学会等開催助成金 （公財）大幸財団

国際会議開催助成金
（公財）中部電気利用基礎
研究振興財団

(単位：円)

講演会開催助成金 神奈川大学

国際学術研究助成金 （一財）青葉工学振興会

MICEハイブリッド開催支
援・安全対策支援助成金

（公財）福岡観光コンベン
ションビューロー

講演会開催助成金
（公財）三五ものづくり基
金

研究成果普及助成金 （公財）スズキ財団

令和4年度大規模MICE開
催費助成金

（公社）青森県観光国際交
流機構

小計

講習会補助金 （株）フォーアシスト

合　　計

小計

国際会議開催助成金 （公財）天田財団

講演会開催助成金
（株）セミコンダクタポ－
タル
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1．基本財産及び特定資産の明細

　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表の注記に記載している。

2．引当金の明細

　（単位：円）

目的使用 その他

賞与引当金

退職給付引当金

貸倒引当金

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は洗替額である。

附　属　明　細　書

当期増加額 期末残高 科　　　　　目 期首残高 
当期減少額 

6．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

7．その他 

（貸借対照表関係）

(1) 当期より勘定科目を次のとおり変更している。
　　「製品」→「出版物」
　　「基本財産（現預金）」→「定期預金」
　　「機械工学振興事業資金」「日本機械学会賞基金」→「寄付金」「投資有価証券受贈額」
(2) 「備品」に含めていた「建物付属設備」と「什器備品」を、当期より独立の科目として表示してい
　　る。
(3) 「その他流動負債」に含めていた「未払法人税等」と「未払消費税等」を、当期より独立の科目とし
　　て表示している。
(4) 前期まで、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識し、差入保証金の減額処理
　　を行っていたが、当期より当該処理を省略している。

（正味財産増減計算書関係）

(1) 当期より勘定科目を次のとおり変更している。
　　「書籍等収益」→「書籍等販売収益」
　　「仕損」→「出版物処分損」
(2) 「その他事業収益」に含めていた「掲載料収益」「展示広告料収益」「資格試験事業収益」を、当期
　　より独立の科目として表示している。
(3) 「受取負担金」に含めていた「受取受託事業収益」「受取地方公共団体補助金」「受取民間補助金」
　　「受取地方公共団体助成金」「受取民間助成金」を、当期より独立の科目として表示している。
(4) 「給与手当」に含めていた「賞与引当金繰入額」を、当期より独立の科目として表示している。
(5) 「外注費」に含めていた「人材派遣費」を、当期より独立の科目として表示している。

　事業実施のための振替額

合　　計

経常収益への振替額

内　　容

(単位：円)

金　　額
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独立監査人の監査報告書

年３月 日

一般社団法人 日本機械学会

会 長 加藤 千幸  殿 

清 泉 監 査 法 人

東京都中央区

指 定 社 員
公認会計士 辺土名 厚

業務執行社員

監査意見

当監査法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 条第２項第１号の規定

に基づく監査に準じて、一般社団法人日本機械学会の 年 月 日から 年２月

日までの 年度の貸借対照表、正味財産増減計算書及び財務諸表に対する注記並びに附

属明細書について監査し、あわせて、正味財産増減計算書内訳表（以下、これらの監査の対

象書類を「財務諸表等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表等が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法

人会計の基準に準拠して、当該財務諸表等に係る期間の財産及び正味財産増減の状況を、全

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、法

人から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。理事者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセ

スの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と財務諸表等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

２．独立監査人による監査報告書
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

その他の事項

一般社団法人日本機械学会の 年２月 日をもって終了した前事業年度の財務諸

表等は、前任監査人によって監査されている。

前任監査人は、当該財務諸表等に対して 年３月 日付で無限定適正意見を表明して

いる。

財務諸表等に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の基準に準拠

して財務諸表等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない財務諸表等を作成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表等を作成するに当たり、理事者は、継続組織の前提に基づき財務諸表等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法

人会計の基準に基づいて継続組織に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視するこ

とにある。

財務諸表等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から財務諸表等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 理事者が継続組織を前提として財務諸表等を作成することが適切であるかどうか、ま
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た、入手した監査証拠に基づき、継続組織の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続組織の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表等の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表等の注記事項が適切でない場合

は、財務諸表等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論

は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

法人は継続組織として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法

人会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表等の

表示、構成及び内容、並びに財務諸表等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

るかどうかを評価する。

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行う。

利害関係

法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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【別紙２：公益目的支出計画実施報告書】

２．公益目的支出計画実施報告書

【令和 年度（令和 年 月 日から令和 年 月 日まで）の概要】

公益目的財産額 円

当該事業年度の公益目的収支差額（（ ）＋（ ） （ ）） 円

（ ）前事業年度末日の公益目的収支差額 円

（ ）当該事業年度の公益目的支出の額 円

（ ）当該事業年度の実施事業収入の額 円

当該事業年度末日の公益目的財産残額 円

の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由 注

・機械の日・機械週間では、早稲田大学において「機械工学の将来」等をテーマに記念講演や、「夢の機械、未来の機械」絵

画コンテストを実施した。また、機械遺産の認定事業では今年度 件を認定表彰し、選考理由等に関する動画配信を行った。

・ 年度年次大会は研究発表 題、特別講演 件、基調講演 件、ワークショップ テーマ等で富山大学において開

催し、参加者 名により活発な議論が繰り広げられた。

・機械工学振興事業資金助成事業として、 件を開催し、 名の参加があった。

・国際連携では、タイ（ ）主催の年次大会や、米国（ ）・中国（ ）との共催のオンライン国際会議に対し、会長

及び国際連携委員会関係者等が参加した。

・電子版定期刊行物として日本機械学会学術誌を、国際的にも存在感を有する刊行物として発行している。

・経費の圧縮等により公益目的収支差額の累積が計画を下回ったが、上記のとおり一般市民・児童等へ向けた機械工学への

理解と啓発活動を継続的に行っており、影響を注視しながら、今後計画変更を行う。

【公益目的支出計画の状況】

公益目的支出計画の完了予定事

業年度の末日

（ ）計画上の完了見込み 令和 年 月 日

（ ）（ ）より早まる見込みの場合

前事業年度 当該事業年度 翌事業年度

計画 実績 計画 実績 計画

公益目的財産 円 円 円 円 円

公益目的収支差額 円 円 円 円 円

公益目的支出の額 円 円 円 円 円

実施事業収入の額 円 円 円 円 円

公益目的財産残額 円 円 円 円 円

 

３．公益目的支出計画実施報告書　

 
2023 年 3 月 28 日 

 

監査報告 
一般社団法人日本機械学会 

 
監事 餝 雅英 

 
監事 井原 郁夫 

 
第 100 期（2022 年度）事業年度の事業報告、計算書類、これらの附属明細書、

公益目的支出計画実施事業報告書その他理事の職務執行の監査について、次の

とおり報告します。 
 
1. 監査の方法及びその内容 
監事間の協議により、監査方針を定めた上で、監事餝雅英と監事井原郁夫は、

本会の運営について調査を行い、その結果を監事間で協議して、監査を実施い

たしました。 
具体的には、理事会その他の重要な会議に出席し、会計帳簿、会計書類、重

要な決裁文書及び報告書を閲覧し、当法人の理事等から、職務の執行状況等に

ついて定期的に報告を受け、また、随時説明を求めました。 
 
2. 監査の結果 
（1）事業報告及びその附属明細書は法令及び定款に従い当法人の状況を正しく

表示しています。 
（2）理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実はありません。 
（3）当法人の業務の適正を確保するために必要な体制の整備等についての理事

会の決議の内容は相当です。 
（4）計算書類とその附属明細書は当法人の財産及び損益の状況を全ての重要な

点において適正に表示しています。 
（5）公益目的支出計画実施報告書は法令及び定款に従い、当法人の公益目的支

出計画の実施状況を正しく表示しています。 
 

以上 
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2023 年 3 月 28 日 

 

監査報告 
一般社団法人日本機械学会 

 
監事 餝 雅英 

 
監事 井原 郁夫 

 
第 100 期（2022 年度）事業年度の事業報告、計算書類、これらの附属明細書、

公益目的支出計画実施事業報告書その他理事の職務執行の監査について、次の

とおり報告します。 
 
1. 監査の方法及びその内容 

監事間の協議により、監査方針を定めた上で、監事餝雅英と監事井原郁夫は、

本会の運営について調査を行い、その結果を監事間で協議して、監査を実施い

たしました。 
具体的には、理事会その他の重要な会議に出席し、会計帳簿、会計書類、重

要な決裁文書及び報告書を閲覧し、当法人の理事等から、職務の執行状況等に

ついて定期的に報告を受け、また、随時説明を求めました。 
 
2. 監査の結果 
（1）事業報告及びその附属明細書は法令及び定款に従い当法人の状況を正しく

表示しています。 
（2）理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実はありません。 
（3）当法人の業務の適正を確保するために必要な体制の整備等についての理事

会の決議の内容は相当です。 
（4）計算書類とその附属明細書は当法人の財産及び損益の状況を全ての重要な

点において適正に表示しています。 
（5）公益目的支出計画実施報告書は法令及び定款に従い、当法人の公益目的支

出計画の実施状況を正しく表示しています。 
 

以上 

４．監事による監査報告書
　４・１　監査報告書
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附属明細書（事業報告関係） 
 

会社役員の他の会社業務執行取締役等との兼務状況の明細 
 
2022 年度事業報告書 1 ページに記載のとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

附属明細書（計算書類関係） 
 
 
財務諸表の注記に記載している 

　４・２　附属明細書


